
4.4 観測データの新規導入と利用方法の改良

4.4.1 はじめに
気象庁の数値予報システムでは、初期値解析におい
て様々な観測データが同化されている。初期値精度の
向上は、予測精度向上に重要であり、新規観測データ
の導入や、観測データの利用法の改良が継続的に進め
られている。本節では、新規観測データの導入や観測
データの利用法の改良に関して、現在進められている
主な開発の進捗を報告する。
第 4.4.2項及び第 4.4.3項では、メソ解析における地
上設置型 GNSS の利用高度化、及び GNSS 掩蔽観測
データの利用拡充について述べ、第 4.4.4項では局地解
析における衛星土壌水分量プロダクトの利用拡充につ
いて述べる。第 4.4.5項から第 4.4.8項では、衛星観測
輝度温度データの利用高度化として、全球・メソ・局
地解析における衛星搭載ハイパースペクトル赤外サウ
ンダの陸上での利用拡充、全球解析における静止衛星
全天放射輝度温度 (ASR) の新規利用、メソ解析及び
局地解析における衛星搭載マイクロ波サウンダATMS

の利用拡充、及びメソ解析における CO2バンド晴天
放射輝度 (CSR) の新規利用についてそれぞれ述べる。
第 4.4.9項では、今後のひまわり 10号搭載赤外サウン
ダの利用に向けた開発状況について述べる。

4.4.2 メソ解析における地上 GNSSデータの利用
高度化

(1) はじめに
気象庁では、メソ解析における地上GNSSデータの
利用高度化に取り組んでいる。メソ解析では、2009年
10月から国土地理院が展開している地上GNSS可降水
量データを同化利用しているが (石川 2010)、今回の開
発では地上GNSSデータの持つ水蒸気情報をより適切
に反映することを目指し、湿潤遅延量データの同化利
用に向けた開発を行った。
(2) 湿潤遅延量の利用
地上GNSSでは、受信機とGNSS衛星との距離を衛
星から発した電波が届くまでの時間によって測定して
いるが、衛星から発射される電波の伝搬速度は真空と
大気との密度差（屈折率）に応じて遅延する。この遅
延を距離として解析したものが大気遅延量であり、乾
燥大気からの遅延量（静水圧遅延量）と湿潤大気によ
る遅延量（湿潤遅延量）で構成される。静水圧遅延量
は地上気圧と比例関係があるため、高精度で推定する
ことができ、大気遅延量から静水圧遅延量を引くこと
で湿潤遅延量を得ることができる。
可降水量は湿潤遅延量と比例関係にあり、その比例
係数は観測点上空の気温と水蒸気分圧の鉛直プロファ
イルを用いて計算される水蒸気分圧で重みづけられた
気温の鉛直平均値 (Tm) から決めることができる (大
谷・内藤 1998)。可降水量同化では、Tmの計算に必要

な全観測点における実況の気温と水蒸気の鉛直プロファ
イルデータは得られないため、ラジオゾンデ観測に基
づく気候値と地上気温の関係式から Tmを推定（観測
Tm）している。今回開発する湿潤遅延量同化では、メ
ソモデルの第一推定値を用いて観測演算子に内包され
た Tm計算を行うため、観測 Tmに比べてモデルが表
現する時間変動を直接反映することが可能となり、初
期値の水蒸気場の精度向上が期待できる。Tmの精度
を確認するため、図 4.4.1に観測Tm、鹿児島における
ラジオゾンデ観測から計算した Tm、メソモデルから
計算した Tmの時系列を示す。メソモデルから計算し
た Tmは、観測 Tmに比べてラジオゾンデとの対応が
良いことがわかる。この結果は全てのラジオゾンデ観
測点で同様であり（図 4.4.2）、第一推定値を利用する
ことにより水蒸気の情報を現在よりも適切に取り出す
ことが可能となる。
品質管理 (石川 2010)については、これまで利用し
てきた可降水量から湿潤遅延量への物理量変換に伴う
閾値の変更を行った。具体的には、気候値チェック、グ
ロスエラーチェック及び空間整合性チェックの閾値につ
いて、現在設定している可降水量での閾値を湿潤遅延
量に換算した。また、観測誤差については、モデルの
湿潤バイアス等を考慮し、可降水量換算にて従来に比
べて増加させる 50 mm（可降水量で約 8 mm相当）と
した。
(3) 性能評価試験
湿潤遅延量を同化利用することによる影響を確認す
るため、性能評価試験を実施した。実験は、2025年 3

月末時点の現業メソ数値予報システムと同等の実験を
コントロール (CNTL) 、CNTLから地上 GNSSの同
化要素を湿潤遅延量に変更した実験 (TEST) を行い、
CNTLと TESTの結果を比較した。2023年 6月 26日
から 8月 27日までを夏実験、2023年 12月 10日～2024

年 2月 4日までを冬実験の試験期間とする。
第一推定値の精度に関して、他の観測データとの整合
性の確認として、CNTL実験からの観測値と第一推定
値の差 (O-B)の標準偏差の変化を確認した（図 4.4.3）。
湿潤遅延量を同化利用することにより、特に夏実験に
おいて第一推定値の地上比湿や地上気圧の標準偏差が
CNTLより小さくなっていることがわかる。これは第
一推定値の水蒸気場や気圧場が改善したことを示す結
果である。ラジオゾンデや衛星観測については、概ね
中立の結果であることを確認した（図略）。
可降水量における平均解析場の変化について、メソ
領域全体としては水蒸気量が夏・冬ともに少し増加す
る結果となった（図略）。夏実験では東北から北海道で
特に可降水量が増加、沖縄から九州にかけては減少す
る変化が見られた。この変化は、同化する要素を湿潤
遅延量に変更したことに加え、湿潤遅延量の観測誤差
の変更により、衛星観測を含めた水蒸気観測データの
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図 4.4.1 2023年 7月 1日～31日までの鹿児島における Tmの時系列。青線は現在利用しているラジオゾンデ気候値と地上気
温から推定した結果、赤線がメソモデルから算出した Tm、黒線が鹿児島のラジオゾンデ観測から算出した Tmである。

図 4.4.2 ラジオゾンデ観測点毎の Tm 標準偏差。青は現
ルーチンで可降水量への変換で利用している Tm とラジ
オゾンデから算出した Tmの差の標準偏差、赤はメソモデ
ルから計算した Tm とラジオゾンデから算出した Tm の
差の標準偏差。観測地点は、左から、稚内 (47401)、札幌
(47412)、秋田 (47582)、輪島 (47600)、舘野 (47646)、八丈
島 (47678)、潮岬 (47778)、福岡 (47807)、鹿児島 (47827)、
名瀬 (47909)、石垣島 (47918)、南大東島 (47945)、父島
(47971)、全ラジオゾンデ観測地点 (ALL)。統計期間は、
2023年 6月 1日～8月 15日。

図 4.4.3 メソ解析における観測値と第一推定値の差 (O-B)
の標準偏差の、TESTの CNTLに対する変化率 [%]。上
段が夏実験、下段が冬実験であり、左は地上比湿、中が地
上気温、右が地上気圧の結果。第一推定値が観測値により
整合（改善）している場合、0線より左側にプロットされ
る。図のエラーバーは 95%信頼区間、丸い点は変化の正負
が統計的に有意であることを示す。

図 4.4.4 メソ数値予報システムにおける主な要素の対CNTL
統計検証結果。降水量は解析雨量、高度場、気温、混合比、
風速はラジオゾンデ、地上要素は SYNOPとアメダス観測
を参照値としている。各行は統計検証要素、各列は予測時
間に対応する。青が CNTLと比べて改善、赤が CNTLと
比べて悪化、色付きの領域が各セルの内側の正方形以上の
場合は統計的に有意であることを示しており、降水量につ
いては ETS変化の有意性、降水量以外はRMSE変化の有
意性である。 (a) は夏実験、(b) は冬実験の結果を示す。

寄与が変化した結果と考えている。
予報スコア（図 4.4.4）の変化を確認したところ、夏・
冬実験ともに統計的には中立の結果となった。地上比
湿の予報精度については、夏・冬実験ともに予報初期
においてバイアスが改善する傾向であった（図略）。
解析雨量を用いた降水検証では、2～3 mm/3hの降
水で僅かに悪化する結果があったものの、降水予測が
改善する事例も見られた。図 4.4.5は、2023年 7月 10

日に福岡県、佐賀県及び大分県で発生した線状降水帯
の事例について、2023 年 7 月 9 日 18UTC の 3 時間
前からの予測結果である。この事例では、湿潤遅延量
を同化すること及び解析予報サイクルによる影響で長
崎県から福岡県にかけて可降水量が増加した結果、実
況で見られる九州北部の強雨域の表現が TESTで改善
した。
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図 4.4.5 2023年 7月 9日 18UTCにおける前 3時間降水量 [mm/3h] の分布。(a) は可降水量を同化したメソ予報値、(b) は
湿潤遅延量を同化利用したメソ予報値、(c) は解析雨量を示す。予測値は 2023年 7月 9日 15UTC初期値の 3時間予測。

(4) まとめ
線状降水帯予測精度向上を目指し、メソ解析での地
上GNSSデータの高度利用に向けた開発を行った。今
回の開発では、同化要素を可降水量から湿潤遅延量に
変更するとともに、モデルの湿潤バイアスを考慮して
観測誤差を変更した。その結果、解析場としては夏実
験と冬実験ともに地上比湿が改善することを確認した。
予報について、統計的には中立であったが、降水予測
が改善する事例があることを確認した。

4.4.3 メソ解析における GNSS掩蔽観測データの
利用拡充

(1) はじめに
GNSS掩蔽法は、高度約 2万 kmを飛行する測位衛
星から発信される電波を低軌道衛星で連続的に受信し、
大気による電波の遅延量から気温や水蒸気プロファイ
ルを高解像度に導出する手法である (Kursinski et al.

1997)。この手法では、電波時計に基づいて精緻に計測
された電波の遅延量から大気による屈折角を算出し、
屈折角が屈折率の鉛直勾配の積分量であることを利用
して屈折率を導出する。GNSS掩蔽観測は高精度な観
測であり、数値予報において予報モデルのバイアスを
補正するための基準値としての役割を担う重要なデー
タの一つである。屈折角は屈折率より実観測に近く変
換誤差が小さい一方で、数値予報での利用には観測点
より上空の大気の情報も入力として必要となる。この
ため、モデルトップが高い全球解析では屈折角を、モデ
ルトップが低いメソ解析では屈折率を利用している (大
和田 2017)。全球・メソ解析ともに、GNSS掩蔽観測は
主に成層圏の気温場を中心に改善するものの、データ
数が増加すると対流圏の気温・高度バイアスが拡大す
ることが長年の課題であった。第 3.6節で述べたよう
に、全球解析では 2025年 10月に屈折角の観測誤差プ
ロファイルの改良により、対流圏の気温・高度バイア
スを改良しつつ、観測データの利用拡充を図った。メ
ソ解析での屈折率データの利用拡充に向けては、全球

解析での知見を活かし、観測誤差プロファイルや品質
管理手法の改良を進めている。本項ではその開発状況
について述べる。
(2) MetopのGNSS掩蔽データの品質管理手法の変更
Metop衛星は、EUMETSATが運用する現業の極軌
道気象衛星であり、GNSS受信機を含む多様なセンサ
を搭載している。現在はMetop-BおよびMetop-Cの
2機が運用されており、メソ解析ではMetop-Bの屈折
率データが利用されている。MetopのGNSS掩蔽観測
データには、処理状況に応じた 16項目の品質情報が
付加されており、数値予報への同化に際して品質管理
に参照されている。従来は屈折角の品質情報が「異常」
と判定されたデータのみを棄却していたが、調査の結
果、推定された大気プロファイル全体の品質情報が「異
常」とされる場合には観測精度が劣ることが確認され
た。これを踏まえ、変更後はプロファイル全体の品質
情報が「異常」と判定された場合も棄却することにし
た。図 4.4.6に、品質情報参照方法の変更前後における
観測値と第一推定値 (O-B) の標準偏差を示す。変更前
（青線）に高度 10 kmから 20 kmにかけて見られた標
準偏差の増加は変更後（赤線）では解消されている。
(3) 観測誤差設定の変更
屈折率は大気の密度の情報を有するので、これを同
化すると静水圧平衡の関係を通して観測点より下層の
大気プロファイルも変化する。このため、GNSS掩蔽
観測データの利用拡充には鉛直方向の観測誤差を適切
に設定することが重要である。図 4.4.7に変更前後の
屈折率の観測誤差の鉛直プロファイル及び観測値と第
一推定値の差 (O-B) の標準偏差を示す。変更前（青）
は、高度 10 km付近や高度 5 km以下でO-Bの標準偏
差が観測誤差より大きく、観測誤差が相対的に過少で
あることが示唆された。変更後（赤）は、これらの高
度で観測誤差を大きくするとともに、高度 20 km以上
で観測誤差が鉛直上向きに単調に増加するようにした。
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図 4.4.6 変更前（青線）及び変更後（赤線）の観測値と第一
推定値との差 (O-B) の標準偏差について、観測値で規格
化 [%] した鉛直高度分布 [m] 。

図 4.4.7 O-Bの標準偏差（黒線）、変更前（青線）及び変更
後（赤線）の観測誤差について、観測値で規格化 [%] した
鉛直高度分布 [m]。

(4) 解析・予測へのインパクト
2024 年 8 月時点の現業メソ数値予報システム相当
の実験 (CNTL) に対し、利用データにMetop-Cを追
加した上で (2), (3) で示した利用手法の変更を適用し
た実験 (TEST) の検証結果を示す。検証期間は夏季が
2023年 6月 28日から 8月 15日、冬季が 2024年 1月
18日から 2月 23日である。解析値について対ラジオ
ゾンデの高度との平均誤差を見ると、夏季・冬季とも
に CNTLと比較して TESTにおいて対流圏中上層に
おいて低高度バイアスが減少しており、高度場が改善
傾向であることを示している（図 4.4.8）。解析値の基
となる第一推定値（一初期時刻前の予測値）と既存の
観測値との整合性の変化については、対ラジオゾンデ
検証を含め、概ね中立であった（図略）。予測精度につ
いては、ラジオゾンデや解析雨量、地上観測を参照値
として検証した結果、概ね中立であった（図略）。

図 4.4.8 解析値の気温の対ラジオゾンデ検証結果。夏季（上
段）、冬季（下段）。気温の対ゾンデ平均誤差の鉛直プロ
ファイル（左図）、気温の対ゾンデ平均誤差の TEST と
CNTLの差の鉛直プロファイル（右図）。横軸の単位はす
べて K。左図で青線が CNTL、赤線が TESTを表す。

(5) まとめと今後
メソ解析でのGNSS掩蔽観測データの利用拡充に向
けて、品質情報の参照方法や観測誤差プロファイルを
変更するとともにMetop-C屈折率データを追加した実
験を行った。従来の屈折角の品質情報に加え、推定さ
れた大気プロファイルの品質情報を参照することで品
質が向上し、そのデータを適切に設定した観測誤差で
同化したところ、対流圏中上層の高度場のバイアスが
改善する傾向であることを確認した。GNSS掩蔽観測
は数値予報において予報モデルのバイアスを補正する
ための基準値として用いられており、数値予報モデル
のバイアス特性に影響を与えるので、観測・モデルの
特性を踏まえた観測誤差の更なる改良は引き続き重要
な課題である。また、相対的に品質が低い対流圏中下
層データの利用手法の高度化も必要である。

4.4.4 局地解析におけるMetop-C土壌水分量プロ
ダクトの新規利用

(1) はじめに
衛星観測土壌水分量プロダクトは、衛星による輝度温
度観測データから地表面付近の土壌水分量をリトリー
ブしたプロダクトであり、このリトリーブされた土壌
水分量を同化利用することにより土壌水分量の初期値
の精度が向上し、地表面からの潜熱フラックスを通じ
て地上気温予測精度向上への効果が期待される。局地
解析では、水循環変動観測衛星「しずく」 (GCOM-

W) に搭載されているマイクロ波放射計 AMSR2及び

81



図 4.4.9 Metop-Cの CDFマッチング適用前後の観測値と
第一推定値の差 (O-B) のヒストグラム。赤線は CDFマッ
チング適用後の O-B、青線は CDF マッチング適用前の
O-Bを示す。期間は 2025年 6月 1日～6月 30日。

Metop-Bに搭載されているマイクロ波散乱計 ASCAT

の土壌水分量プロダクトを 2017年から現業利用してい
る (幾田 2017)。本項では、衛星観測土壌水分量プロダ
クトの利用拡充を目的とし、Metop-Cに搭載されてい
るマイクロ波散乱計 ASCATの土壌水分量プロダクト
の利用に向けた開発について述べる。また、Metop-B

及び Cについては、高解像度化された新しいプロダク
トへの切替が行われていることから、高解像度化され
たデータの利用に向けた開発についても紹介する。
(2) 観測データ利用法
局地解析では、衛星土壌水分量プロダクトを利用す
るための観測演算子として累積分布関数 (Cumulative

Distribution Function:CDF) マッチング (Drusch and

Gao 2005; Scipal and Wagner 2008)と呼ばれる手法
を利用している。ここでの CDFマッチングとは、観
測と第一推定値の平均と分散が合うように補正する手
法である。土壌水分量プロダクトは対象としている土
壌の深さや土壌水分量を表す指標が衛星毎に異なるた
め、衛星毎に CDFマッチングのパラメータを作成す
る必要がある (幾田 2017)。今回新規に利用を開始する
Metop-C土壌水分量プロダクトについては、2025年 2

月～5月の約 3か月分のデータからパラメータを作成
した。これに合わせて、現在利用しているMetop-B及
びGCOM-W/AMSR2についてもパラメータ更新を実
施した。
新規利用するMetop-Cについて、CDFマッチング
適用前後の観測値と第一推定値の差 (O-B) のヒスト
グラムを図 4.4.9に示す。CDFマッチングを適用（図
4.4.9の赤）することにより、適用前に比べてO-Bバイ
アスが補正されていることが分かる。なお、Metop-C

の新規利用にあたり、観測誤差及び間引き間隔は観測
データの特性が同じMetop-Bと同じ設定（観測誤差を
20%、間引き間隔を 25 km）とした。

図 4.4.10 夏実験を対象にした予報対象時刻毎 (UTC) の対
アメダス気温検証結果。横軸は予報対象時刻 (UTC)。左上
が平均誤差 (ME)、右上が平均誤差の差 (TEST-CNTL)、
左下が二乗平均平方根誤差 (RMSE)、右下が RMSEの差
(TEST-CNTL) であり、エラーバーは 95%信頼区間を表
す。縦軸の単位はすべて K。左図における赤線は TEST、
青線が CNTLの結果を表す。

(3) 局地数値予報システムへの影響
Metop-C土壌水分量プロダクトを利用することによ
る効果とパラメータ更新の効果を確認するため、2025年
6月時点の現業局地予報システム相当の実験をCNTL、
CNTLに Metop-C土壌水分量プロダクト新規利用及
び既存の土壌水分量プロダクトの CDFマッチングパ
ラメータを更新した実験を TESTとして性能評価試験
を実施した。2024年 7月 1日から 7月 14日までを夏
実験、2024年 1月 30日～2月 14日までを冬実験の試
験期間とする。
統計的な降水予測スコアやラジオゾンデ検証では、
夏と冬の両方とも TESTと CNTLに明瞭な差は無く
中立の結果となった（図略）。地上気温予測に与える影
響を確認するため、図 4.4.10に夏実験における予報対
象時刻毎の対アメダス気温の検証結果を示す。この結
果から、地上気温が高い日中において、CNTLよりも
TESTの方が僅かにRMSEが減少しており、改善傾向
にあることが分かる。
(4) 土壌水分量プロダクトの高解像度化
Metop-B及び C土壌水分量プロダクト（低解像度）
は 2025年 7月に配信停止となり、今後は高解像度化さ
れた新プロダクト（高解像度）が配信される1。そのた
め、高解像度プロダクトの利用に向け、低解像度デー
タとの違いについて調査を行った。
図 4.4.11は、2025年 6月 19日 02UTCにおける土

1 https://user.eumetsat.int/news-events/news/

changes-to-ascat-soil-moisture-products
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図 4.4.11 2025年 6月 19日 02UTCにおける土壌水分量プ
ロダクトの観測点分布。左図が高解像度データ、右図が低
解像度データであり、観測点の色は土壌水分量の値 [%] で
ある。

図 4.4.12 Metop-Cの O-Bヒストグラム。赤は新しく配信
される高解像度プロダクト、青は従来プロダクトであり、
期間は 2025年 5月 1日～6月 30日。

壌水分量プロダクトのカバレッジを比較したものであ
る。高解像度データの方がデータ数が多く、低解像度
データに比べて広範囲のデータを利用することができ
る。また、低解像度データと高解像度データの特性を
比較するため、図 4.4.12に Metop-Cの低解像度デー
タとその半径 12.5 km内にある高解像度データのみ抽
出した CDFマッチング適用後のO-Bヒストグラムを
示す。プロダクトを直接比較した場合には、高解像度
プロダクトに負バイアスが見られる（図略）。しかし、
高解像度データについても CDFマッチングパラメー
タを作成・適用することにより、類似したデータ特性
になることを確認した。さらに、(3)で述べた TEST

の土壌水分量プロダクトを高解像度データに変更して
インパクト実験 (TEST-H) を実施した結果、TEST-H

は TESTと同様な結果であることを確認した（図略）。
(5) まとめと今後
現在局地解析で利用している土壌水分量プロダクト
について、新たにMetop-Cの新規利用と CDFマッチ
ングパラメータを更新した性能評価試験を実施し、地
上気温の予測が改善傾向であること確認した。また、
Metop-B及びCについては、高解像度プロダクトへの
移行調査として、これまで利用していたプロダクトと
の特性比較を実施した。結果、CDFマッチングを適用
することにより低解像度と高解像度プロダクトの特性

の違いは小さく、高解像度プロダクトのデータ数が増
加することが分かった。
今後の課題として、現在利用している GCOM-

W/AMSR2 の土壌水分量プロダクトは、GOSAT-

GW/AMSR3に移行される予定であり、データ特性を
把握しながら現業化に向けた開発を進める必要がある。

4.4.5 極軌道衛星搭載ハイパースペクトル赤外サウ
ンダの陸上での利用

(1) 概要
ハイパースペクトル赤外サウンダ（以下「赤外サウ
ンダ」）は、赤外の波長帯において高い波長分解能で
多数のチャンネルを有しており、これらの観測データ
から気温や水蒸気量の鉛直分布に関する情報を得るこ
とのできるセンサである。現在の赤外サウンダの利用
手法においては、陸上（本項では海氷上も含むことと
する）での雲頂高度推定が行えないため、陸上では対
流圏界面より下層に感度のないチャンネルのみを利用
している (岡垣 2015)。赤外サウンダの水蒸気チャンネ
ルの全天同化について調査したOkamoto et al. (2024)

は、全球数値予報システムを用いて、陸上の対流圏界
面より下層に感度のある水蒸気チャンネルを透過率が
小さい場合において同化することにより、水蒸気場の
予測精度が改善したことを示した。このため、メソ・局
地数値予報システムにおいても、対流圏界面より下層
に感度のあるチャンネル（以下「対流圏チャンネル」）
を陸上で利用することで、数値予報の予測精度が改善
すると考えられる。本項では、赤外サウンダの陸上で
の対流圏チャンネルのデータ同化に向けて行った品質
管理の変更点や、メソ・局地数値予報システムにおけ
る予測精度への影響を調査した結果について述べる。
(2) 変更点について
赤外サウンダの対流圏チャンネルを陸上において同
化利用するためには、雲頂高度推定を行い、雲頂よりも
上層に感度のあるチャンネルのみを利用するように品
質管理を変更する必要がある。現在利用している CO2

スライシング手法 (Eyre and Menzel 1989)は透過率の
高いチャンネルの計算輝度温度を利用しているが、陸
上では海上と同等の精度の地表面温度や射出率が得ら
れないため、妥当な雲頂高度が求められていない。そ
こで雲頂高度推定手法をこれまでの CO2スライシン
グ手法からMcNally and Watts (2003)の手法へと変
更した。この手法は、晴天を仮定した場合の観測値と
第一推定値の差 (O-B) が、雲の影響を受けると負に大
きくなることを利用しており、複数チャンネルの O-B

を感度高度順に下層から上層にかけて参照し、O-Bの
値やその高度方向の傾きを利用して雲頂高度を推定す
る。そのため、地表面の影響を受けるような特定のチャ
ンネルの計算輝度温度のみに依存しない手法となって
いる。品質管理後のO-Bの統計や静止衛星赤外画像と
の比較から、陸上において本手法による雲頂高度推定
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の結果がある程度妥当であることを確認している。海
陸で統一的に処理するため、雲頂高度推定手法を海上
も含めて変更した。それにより、海上においてはこれ
まで過剰に取り除かれていたと思われる観測が利用さ
れるようになり、同化利用数は増加する傾向がみられ
た。また、CO2スライシングでは取り除けていなかっ
たO-Bが負で雲の混入が疑われるようなデータが取り
除かれるようになり、品質管理後データのO-Bの標準
偏差が小さくなることを確認している。雲頂高度推定
手法の変更のみによる予測精度への影響は概ね中立で
あった。
全球数値予報システムを用いた予備実験において、
気温に感度のある対流圏チャンネルを陸上で利用する
と、南半球において AMSU-Aや ATMSで O-Bの標
準偏差が増加する結果が得られた。この結果は第一推
定値の気温場の精度悪化を示す結果であるが、透過率
が十分小さいデータのみを利用した場合にも生じたた
め、今回は気温に感度のある対流圏チャンネルは陸上
で利用しないようにし、水蒸気チャンネルのみについ
て、透過率が 0.1未満の場合に利用することにした。ま
たMcNally and Wattsの手法ではO-Bを計算するチャ
ンネル数が多い方が適切な雲頂高度を推定できること
から、CrISで品質管理用に計算するチャンネル数を増
加させた。これに伴い、CrISのスキャンバイアス補正
値を既存チャンネルも含めて更新した。新しいスキャ
ンバイアス補正値は、データ間引き距離を小さくして
1ヶ月程度の O-Bを計算し、晴天域のみの集計結果か
ら求めた。なお、スキャンバイアス補正値の更新によ
る予測精度への影響は軽微であることを別途確認して
いる。
(3) メソ数値予報システムにおける影響評価
メソ数値予報システムにおける上記変更の影響評価
を行った。2025年 8月時点の数値予報システム相当を
CNTLとし、上記変更を加えたものをTESTとする実
験を実施した。実験は夏実験として 2023年 6月 21日
から 8月 23日、冬実験として 2023年 12月 5日から
2024年 1月 7日の期間で実施した。図 4.4.13は 2023

年 6 月 30 日 06UTC の初期値解析において利用され
た赤外サウンダデータの分布を示す。海上においては
TEST と CNTL で大きなデータ利用分布の違いは無
いが、TESTでは陸上でのデータ利用数が増加してい
ることが分かる。実験期間で統計すると TESTの赤外
サウンダの利用データ数は CNTLと比べて 47%増加
した。
水蒸気に感度のある衛星観測である MHS, ATMS,

CSRにおいてO-Bの標準偏差が CNTLよりも減少し
ていることが確認できた（図 4.4.14）。これは第一推定
値の水蒸気場の改善を示す結果である。また CSRの
ch4のO-Bの標準偏差は、主に陸上で減少しているこ
とが夏・冬実験ともに確認された（図 4.4.15）。

図 4.4.13 2023年 6月 30日 06UTCの解析に入力された赤
外サウンダデータの分布。着色点は同化利用したことを、
黒点は同化利用していないことを示す。(a) は TEST、(b)
は CNTLの結果。

図 4.4.14 メソ解析における観測値と第一推定値の差 (O-B)
の標準偏差の、TESTの CNTLに対する変化率 [%]。赤
線は夏期間、緑線は冬期間を示す。(a), (b) はマイクロ波
サウンダMHS, ATMS、(c) は晴天放射輝度 CSRについ
て示す。縦軸はチャンネル番号を示す。図の見方は図 4.4.3
と同じ。

図 4.4.15 O-Bの標準偏差の TESTと CNTLの差 [K]。晴
天放射輝度 CSRの ch4の結果について示す。(a) は夏実
験、(b) は冬実験の結果を示す。

予測精度の変化を確認したところ、ラジオゾンデを
用いた検証で、夏実験において 850 hPaから 500 hPa

の水蒸気混合比が初期値から 6時間予測にかけて改善
していることが確認された（図 4.4.16）。改善した領域
は概ね衛星観測での検証で改善が確認された領域と類
似していた。冬実験やその他の要素（気温・高度・風・
降水など）では概ね中立であった。
(4) 局地数値予報システムにおける影響評価
局地数値予報システムにおける上記変更の影響評価
を行った。2025年 3月時点の数値予報システム相当を
CNTLとし、上記変更を加えたものをTESTとする実
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図 4.4.16 夏実験における水蒸気混合比 [g/kg]の 6時間予測値のラジオゾンデを用いた検証結果。(a) 赤線は TEST、青線は
CNTLについてのRMSEの鉛直分布を示す。(b) RMSEの TESTと CNTLの差。(c) 850 hPa面におけるRMSEの TEST
と CNTLの差。

験を実施した。実験は夏実験として 2023年 6月 28日
から 7月 12日、冬実験として 2024年 1月 30日から
2月 14日の期間で実施した。メソ数値予報システムで
の評価と同様に、水蒸気に感度のある衛星観測である
MHS, ATMS, CSRでO-Bの標準偏差がCNTLよりも
減少していることが確認できた。また標準偏差が減少
した領域は陸上が中心であることも確認した（図略）。
予測精度の変化は小さく、概ね中立であった。メソ
数値予報システムでの評価と比べて水蒸気場で改善が
得られなかったのは、局地解析ではデータ同化サイク
ルが繋がっていないことから、観測時刻の限定される
ラジオゾンデでの検証において不利であったことが原
因として考えられる。
(5) まとめと今後
赤外サウンダの水蒸気に感度のある対流圏チャンネ
ルを陸上において同化利用するための品質管理の変更
を行い、メソ・局地数値予報システムにおける影響評
価を行った。
メソ・局地数値予報システムともに陸上において水
蒸気に感度のある衛星観測のO-Bの標準偏差が減少し
たことやラジオゾンデの検証結果から、陸上の水蒸気
場の予測精度に改善がみられた。降水予測やその他の
要素に関しては概ね中立であった。
今後、全球解析においても同様の変更の導入を目指
すほか、気温に感度のある対流圏チャンネルの利用や、
より地表面に感度のあるチャンネルの利用（透過率の
制限の撤廃）に向けた開発を行う予定である。

4.4.6 静止衛星全天放射輝度温度 (ASR)の利用
(1) 概要
静止気象衛星に搭載された赤外イメージャによる観
測は、熱帯から中緯度で定常的に利用でき、全球解析で
は、ひまわりを始め、米国のGOES、欧州のMeteosat

による水蒸気バンド及び CO2バンドの晴天放射輝度
温度 (CSR: Clear Sky Radiance) を同化利用してい
る。CSRは主に対流圏の水蒸気に感度を持ち、解析精

度の向上に寄与している。CSRは領域内の晴天域の輝
度温度を平均したプロダクトで、同様に雲域を含めて
輝度温度を平均した全天放射輝度温度 (ASR: All-Sky

Radiance) も作成されている。CSRに代えて ASRを
同化利用することで、雲域まで含めてより空間的に均
質な精度向上が期待される。本項では、全球解析にお
ける ASRの同化利用に向けた開発の進捗について述
べる。
(2) ASRの同化利用における課題
マイクロ波の衛星観測については各国の数値予報セ
ンターで全天同化が導入されている (Geer et al. 2019)。
気象庁では、2019年 12月以降、全球解析においてマイ
クロ波イメージャやマイクロ波水蒸気サウンダの全天
同化を順次導入してきた (気象庁 2021)。一方で赤外観
測の全天同化においては、雲に対する強い非線形応答
に起因して、観測値と第一推定値の差 (O-B) 分布の非
ガウス性や強いチャンネル間誤差相関が存在するため、
マイクロ波観測と比べてもより高度な品質管理や同化
手法が必要となる。気象研究所においては、ASRを始
めとして赤外観測の全天同化手法の開発が進められて

図 4.4.17 全球解析における観測値と第一推定値の差 (O-B)
の標準偏差の、TESTの CNTLに対する変化率 [%]。赤
線は夏期間、緑線は冬期間を示す。(a) マイクロ波水蒸気
サウンダMHS、(b) マイクロ波サウンダ ATMS（水蒸気
チャンネル）。図の見方は図 4.4.3と同じ。
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図 4.4.18 全球解析における、24時間後（上段）、48時間後（下段）の比湿予測値の検証結果。冬期間の結果を示す。(a) CNTL
の ERA5に対する差分の平均値 [kg/kg]、(b) TESTの CNTLに対する差分の平均値 [kg/kg]、(c) ERA5に対する TEST
の CNTLからの RMSEの変化率 [%]。RMSEの変化率は、寒色系は改善を、暖色系は悪化を示す。

おり (Okamoto et al. 2023)、数値予報開発センターで
は、その成果を現業数値予報システムへ組み込むため
の開発と検証を進めている。以降では、ひまわりの水
蒸気バンドの ASR同化利用における品質管理手法の
変更点や ASRを同化した性能評価試験の結果につい
て記す。
(3) 品質管理手法
全天同化におけるO-Bは観測と第一推定値の雲の位
置ずれによる外れ値を多く含み、その分布はガウス分
布とならない。ガウス分布に近いO-B分布を得るため、
雲の影響度合いを評価した雲効果パラメータ (CA) を
用いた QCを導入し、第一推定値との乖離が大きい観
測を除去するとともに、CAに応じて観測誤差が変動す
るように設定する。また変分法バイアス補正 (VarBC:

Variational Bias Correction) の説明変数に CAを追加
し、雲由来のバイアスを除去する。従来は観測誤差相
関を陽に扱う代わりに、水平間引きや観測誤差を大き
くする措置（観測誤差膨張）を行ってきた。しかし、赤
外観測の全天同化では雲や降水の影響で強いチャンネ
ル間誤差相関が存在するため、観測誤差膨張による同
化では性能を十分に引き出すことが困難である。その
ため、チャンネル間誤差相関を陽に扱い、CAを用いて
層別化した誤差モデル（3×3行列）により観測誤差を
与える。
(4) 性能評価試験
2024年 3月時点の現業数値予報システム相当の実験

(CNTL) に対して、静止気象衛星ひまわりに搭載され
た可視赤外放射計 (AHI: Advanced Himawari Imager)

の水蒸気バンドについて、CSRに代わって ASRを同
化利用する実験 (TEST) で影響評価（性能評価試験）
を行った。実験の評価期間は、夏実験については 2023

年 8月、冬実験については 2024年 1月とした。第一
推定値の精度に関して、他の観測データとの整合性を

確認するため、CNTL実験からの O-B の標準偏差の
変化を確認したところ、水蒸気に感度のあるMHSや
ATMS（水蒸気チャンネル）で整合性の向上が見られ
た（図 4.4.17）。これは、第一推定値として用いられる
短時間予測における水蒸気場の予測精度が向上したこ
とを示唆する。
また ECMWFの再解析データである ERA5を比較
対象とした検証などを通じて、対流圏中下層水蒸気場
の改善が見られた（図 4.4.18）。これは、CSRからASR

へ利用データを変更したことによって、湿潤な対流圏
中上層水蒸気場の情報がより多く取り込まれるように
なり、モデルが持つ低中緯度帯における対流圏中上層
の乾燥バイアス及び対流圏下層の湿潤バイアスが軽減
したことに起因すると考えられる。
(5) まとめと今後
赤外イメージャ観測の CSRからASRへの利用高度
化に向けて調査を行っている。AHIの水蒸気バンドに
ついて CSRに代えて ASRを同化利用することで、対
流圏中下層における水蒸気場の予測精度が向上するこ
とを確認した。2026年はGOES及びMeteosatを含め
た静止気象衛星観測において ASRへの利用高度化を
目指している。また、ハイパースペクトル赤外サウン
ダの水蒸気チャンネルへの全天同化手法の適用に関す
る研究も進んでおり、さらなる観測の利用拡充と予測
精度向上を目指している。

4.4.7 衛星搭載マイクロ波サウンダ ATMSの利用
チャンネル拡充

(1) 概要
米国の極軌道衛星 Suomi-NPP, NOAA-20, NOAA-

21に搭載されているマイクロ波サウンダATMSは、主
に大気の気温や水蒸気の鉛直分布に関する情報を観測
するセンサーで、同化利用することで解析値及び予測
値の精度向上に貢献することが期待される。
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ATMSのうち主に水蒸気に感度のあるチャンネル（以
下、水蒸気チャンネル）は全球・メソ・局地解析で同
化利用している一方、主に気温に感度のあるチャンネ
ル（以下、気温チャンネル）については、メソ解析及
び局地解析では未利用で、全球解析では一部のチャン
ネルのみを同化利用している。
当庁では、ATMS気温チャンネルと同様に気温に感
度のあるマイクロ波サウンダ AMSU-Aを同化利用し
ているが、AMSU-Aを搭載する衛星は徐々に運用終了
となっている2。このような状況下で気温場の解析精度
及び予測精度を維持するためには、メソ解析及び局地
解析におけるATMS気温チャンネルの新規利用、及び
全球解析における未利用チャンネルの新規利用が重要
である。本開発はこれらの課題の解決を目指しており、
令和 7年は主にメソ解析及び局地解析に焦点を当てて
取り組んだ。
(2) ATMS同化利用の経過
気象庁では、AMSU-Aの気温チャンネルを全球・メ
ソ・局地解析で長らく同化利用しており、特に全球解析
では気温場や高度場の予測精度の維持に大きく貢献し
てきた（岡本 2007, 気象庁 2023b）。2012年打ち上げ
の Suomi-NPPに初めて搭載された ATMSは AMSU-

Aの後継センサーとされ、気温チャンネルのほとんど
がAMSU-A搭載チャンネルと同じ中心周波数となって
いる（表 4.4.1）。そのため、当庁でも AMSU-Aと同
等の手法で ATMSを同化利用する開発が進められた。
全球数値予報システムにおいては、ATMSを同化利
用することで気温場や高度場の予測精度に一定の改善が
確認できたものの、成層圏に感度のあるATMS/ch10–

15を同化すると、主に高緯度域において、AMSU-Aの
同周波数のチャンネルの観測値と第一推定値の整合性
が悪化する結果が得られた。このため、水蒸気チャン
ネル (ch18–22) と対流圏に感度のある気温チャンネル
(ch6–9) に限定して、2017年 3月にATMSの同化利用
を開始した (平原 2017)。
メソ数値予報システム及び局地数値予報システムに
おいては、ATMSの気温チャンネルで観測値と第一推
定値との差 (O-B) に AMSU-Aとは異なるバイアス傾
向が見られ、同化利用したところ対流圏の中下層で気
温場や高度場の予測精度悪化が確認された。このため、
メソ解析及び局地解析では水蒸気チャンネル (ch18–22)

に限定して、それぞれ 2022年 6月と同年 8月にATMS

の同化利用を開始した (気象庁 2023a)。

2 当庁では、2025年 4月時点では米国の極軌道衛星NOAA-
15, NOAA-18, NOAA-19及び欧州の極軌道衛星Metop-B,
Metop-Cに搭載されたAMSU-Aを同化利用していたが、こ
のうち NOAA-15, 18, 19 については 2025 年 6月に運用が
終了した。Metop-B, C についても、運用終了が 2030年に
計画されている。

(3) メソ解析における開発進捗
メソ数値予報システムにおけるATMS気温チャンネ
ルの O-Bバイアス傾向を、2025年 3月時点の現業シ
ステムで調査した。調査期間における ATMS/ch7 及
び同周波数のAMSU-A/ch6のO-B分布は図 4.4.19に
示す通りで、最新のシステムでも ATMSと AMSU-A

の間で O-B バイアスの差異が確認された。この課題
に対処するため、マイクロ波気温サウンダの変分法バ
イアス補正 (VarBC) の説明変数に積算荷重気温減率
（Integrated Weighted Lapse Rate; IWLR, 岡本 2007）
を追加した。IWLRは、対象とするチャンネルの荷重
関数と観測地点の気温減率の積を鉛直方向に足し合わ
せたもので、VarBC説明変数として利用することで、
放射伝達モデルの透過率と実際の透過率との差異によ
り生じうる第一推定値のバイアスを解消することが期
待できる。またこの変更と併せて、マイクロ波気温サウ
ンダのうち海面付近に感度のないチャンネル (AMSU-

A/ch7–11, ATMS/ch8–12) については、VarBC説明
変数から海面温度（陸上及び海氷上では地表面温度）
を除外した。新たな説明変数で VarBCを行った結果、
ATMSとAMSU-Aの間でのO-Bバイアスの差異が軽
減されることを確認した（図 4.4.20）。
なお、全球解析では ATMS/ch10–15 を利用するこ
とにより高緯度域の気温の予測精度が悪化するが、メ
ソ解析の計算領域には影響しないと考えられ、これら
のチャンネルでも先に示した手法の有効性が確認され
た。メソモデルのモデル上端高度を考慮し、結果的に
ATMSの気温チャンネルとして ch6–12を同化利用す
ることとした。
上記の設定でATMS気温チャンネルを新規に同化利
用し、メソ数値予報システムにおける影響評価（性能
評価試験）を行った。夏実験として 2023年 6月 26日
から 8月 11日、冬実験として 2023年 12月 10日から
2024年 1月 10日の期間で実験を実施した。様々な種
類の観測データについて、観測値と第一推定値との整
合性を確認したところ、航空機による気温観測や、ハ
イパースペクトル赤外サウンダ IASI, CrISなどにおい
て、第一推定値が観測データにより近づき、整合性が
向上した（図 4.4.21）。これは第一推定値として用いた
短時間予測 (FT=0～3) の気温場や水蒸気場の精度が
向上したことを示唆するものである。また、ラジオゾ
ンデ観測を対象とした検証から、FT=6, 12 における
高度場の予測誤差が減少したことを確認した（図略）。
(4) 局地解析における開発進捗
局地解析についても、メソ解析と同様のVarBC説明
変数の変更を行うことでATMSとAMSU-A間のO-B

バイアスの差異が軽減されることを確認した。メソ解
析と同様の設定で ATMS/ch6–9を新規に同化利用し、
局地数値予報システムにおける影響評価（性能評価試
験）を行った。夏実験として 2023年 6月 28日から 7
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表 4.4.1 AMSU-A 気温チャンネルと ATMS 気温チャンネルの対応及び同化利用状況。* https://space.oscar.wmo.int/

spacecapabilities, ** ⃝: 同化利用中、–: 未利用

観測中心周波数 [GHz]

（WMO/OSCAR/Space *に準拠）

AMSU-A ATMS

同化利用状況 ** 同化利用状況 **

ch番号 全球 メソ 局地 ch番号 全球 メソ 局地
52.800 4 ⃝ ⃝ ⃝ 5 - - -

53.596 ± 0.115 5 ⃝ ⃝ ⃝ 6 ⃝ - -

54.400 6 ⃝ ⃝ ⃝ 7 ⃝ - -

54.940 7 ⃝ ⃝ ⃝ 8 ⃝ - -

55.500 8 ⃝ ⃝ ⃝ 9 ⃝ - -

f0=57.290344 9 ⃝ ⃝ - 10 - - -

f0 ± 0.217 10 ⃝ ⃝ - 11 - - -

f0 ± 0.3222 ± 0.048 11 ⃝ ⃝ - 12 - - -

f0 ± 0.3222 ± 0.022 12 ⃝ - - 13 - - -

f0 ± 0.3222 ± 0.010 13 ⃝ - - 14 - - -

f0 ± 0.3222 ± 0.0045 14 ⃝ - - 15 - - -

月 12日、冬実験として 2024年 1月 30日から 2月 13

日の期間で実験を実施した。夏実験ではATMS水蒸気
チャンネル (ch18–22) において観測値と第一推定値の
整合性が悪化した（図 4.4.22 (a)）。ATMS気温チャン
ネルの観測誤差を大きくする措置（観測誤差膨張）を
施して追加実験を実施したが、結果として悪化傾向は
改善されなかった（図 4.4.22 (b)）。本件の詳細につい
ては現在調査中である。
(5) まとめと今後
メソ数値予報システム及び局地数値予報システムで
のATMS気温チャンネルの新規利用に向け調査を行っ
た。マイクロ波気温サウンダのVarBC説明変数を変更
することで、ATMSと AMSU-Aの同一周波数のチャ
ンネル間で見られていたO-Bバイアスの差異が解消す
ることを確認した。ATMS気温チャンネルを同化する
ことで、メソ数値予報システムについては改善効果が
確認できたが、局地数値予報システムでは第一推定値
の一部要素で予測精度の悪化が示唆される結果が得ら
れ、引き続き調査している。
また、全球数値予報システムについても、成層圏に
感度のある気温チャンネルの新規利用に向けた開発を
別途進めている。

4.4.8 メソ解析におけるひまわり CO2バンド晴天
放射輝度 (CSR)の新規利用

(1) 概要
メソ解析では、静止気象衛星ひまわりに搭載された
可視赤外イメージャAHIのうち、対流圏中上層の水蒸
気に感度のある水蒸気バンド（バンド 8、バンド 9、バ
ンド 10）の晴天放射輝度温度 (Clear Sky Radiance;

CSR) を同化利用している。全球解析では、2025年 10

月より水蒸気バンドに加え、CO2バンド（バンド 16）
の同化利用を開始し、対流圏の中下層を中心に精度向
上が確認された (気象庁 2025)。メソ解析においても同
様の効果が期待されるため、導入に向けた開発を進め
ている。
バンド 8、バンド 9、バンド 10は、それぞれ中心波
長が約 6.2 µm、約 7.0 µm、約 7.3 µm であり、対流
圏の上層、中上層、中層の水蒸気場に感度がある（図
4.4.23 赤・橙・黄線）。一方、バンド 16は中心波長が
約 13.3 µmであり、二酸化炭素の吸収帯の一部に応答
を持つ。大気中の二酸化炭素の不均一性は水蒸気より
も小さいことから、輝度温度の変化には気温の変化の
寄与が大きく、またバンド 16が応答を持つ波長帯には
水蒸気の吸収線も含まれることから、水蒸気にも一定
の感度がある。水蒸気バンドが対流圏の中上層に感度
があるのに対して、CO2バンドは対流圏の中下層に感
度がある（図 4.4.23 緑線）。
CO2バンドは既存の水蒸気バンドに対して情報の独
立性が比較的高い。現在同化利用している水蒸気バン
ドに加えてCO2バンドも同化することで、上層に対す
る場の修正と下層に対する場の修正をより独立に扱え
るようになり、インクリメントの過剰な広がりや系統
的バイアスの緩和が期待される。
以降では、メソ解析においてひまわりのCO2バンド
を同化利用する際の、品質管理手法や性能評価試験の
結果について記す。
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図 4.4.19 メソ解析における ATMS/ch7 と AMSU-A/ch6（いずれも 54.4 GHz）の輝度温度観測値と第一推定値との差 (O-
B)[K] の分布。VarBCによる補正前の結果を示す。2023年 6月 15日 00UTC～21UTCの解析結果から作成。

図 4.4.20 メソ解析における ATMS/ch7 と AMSU-A/ch6（いずれも 54.4 GHz）の輝度温度観測値と第一推定値との差 (O-
B)[K] の分布。ただし VarBCによる補正後の結果を示す。統計期間は図 4.4.19と同じ。

図 4.4.21 メソ解析における O-Bの標準偏差の、TESTの CNTLに対する変化率 [%]。(a) 航空機気温観測, (b) ハイパース
ペクトル赤外サウンダ IASI, (c) ハイパースペクトル赤外サウンダ CrIS。赤線は夏期間、緑線は冬期間を示す。図の見方は
図 4.4.3と同じ。

表 4.4.2 品質管理及び観測誤差の設定
水蒸気バンド CO2バンド

晴天判定率 90%以上 90%以上
海陸 QC なし あり
山岳 QC 4000 m以下 4000 m以下

画素の標準誤差 0.5 K以下 0.5 K以下
観測誤差 1.5 K 1.5 K

観測誤差の膨張係数 3.0 3.0

グロスエラーチェック 3.0 K 3.0 K
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図 4.4.22 局地解析における O-Bの標準偏差の、TESTの
CNTLに対する変化率 [%]。(a) 性能評価試験の結果, (b)
観測誤差膨張を変更した結果。(a) では赤線が夏実験、緑
線が冬実験の結果、(b) では赤線、緑線、青線がそれぞれ
観測誤差膨張係数を√

3倍（デフォルト）、2倍、3倍とし
た場合の夏実験の結果を示す。図の見方は図 4.4.3と同じ。

(a) J(T ) (b) J(ln(Q))

図 4.4.23 夏の北半球の中緯度帯の標準的大気を仮定した輝
度温度の Jacobian（大気の変化に対する輝度温度の応答；
∂TB(x)/∂x ）。縦軸は気圧座標 [hPa] 。(a) が気温 T、(b)
が比湿 q の対数 ln(q) に対するもの。緑が CO2 バンド、
赤・橙・黄が水蒸気バンド。

(2) 品質管理手法
メソ解析におけるCO2バンドの同化利用に向けた品
質管理手法や観測誤差設定は、気象研究所で開発した
手法 (田上ほか 2024)を基本とする。これは、水蒸気バ
ンドの同化利用で用いられているリトリーブ地表面温
度を活用した CSRの同化手法（Okabe and Okamoto

2023,岡部 2020）を CO2バンドに拡張したものであ
る。品質管理と観測誤差の主な設定を表 4.4.2に示す。
CO2バンドは水蒸気バンドより大気の透過率が高い
ため、輝度温度の計算の際に用いるモデルの地表面温
度の不確実性が、観測とモデルの輝度温度の乖離に強
く影響する。水蒸気バンドにおける同化利用開発が示
すように、地表面温度に窓バンドからのリトリーブ値
を用いることで、この乖離を大幅に低減できるため、
本開発でもこれを採用した。
さらにCO2バンドでは、既存の水蒸気バンドで採用
していた品質管理に加えて、観測とモデルの海陸判定
の乖離がある観測を除外する海陸 QCを導入する。輝
度温度の計算の際に想定する地表面射出率及び地表面
温度の設定が海陸で異なることから、海陸判定の乖離
により輝度温度の結果に誤差が生じるためであり、本

QCの導入により、特に冬季において判明した観測値
と第一推定値の差 (O-B) のバイアスや分散が異なる観
測点の混入を除去することができた。なお、観測誤差
の設定値に関しては、既存の水蒸気バンドを参考に観
測統計の分布から保守的な値を設定している。将来的
に誤差の最適化や地表面温度の評価の精緻化によって
さらに小さな値を採用する可能性がある。
(3) 性能評価試験
メソ数値予報システムにおけるCO2バンド同化利用
の影響評価（性能評価試験）を行った。2025年 8月時
点の数値予報システム相当をCNTLとし、上記変更を
加えたものを TESTとする実験を、夏実験は 2023年
6月 21日から 9月 12日、冬実験は 2023年 12月 10日
から 2024年 1月 31日の期間で実施した。

(a) CSR (b) CrIS

(c) ATMS (d) ラジオゾンデRH

図 4.4.24 夏実験のメソ解析における観測値と第一推定値の
差 (O-B) の標準偏差の、TESTの CNTLに対する変化率
[%]。それぞれ (a) Himawari CSR, (b) CrIS, (c) ATMS,
(d)ラジオゾンデ相対湿度を指す。図の見方は図 4.4.3と同
じ。各観測で整合的に中下層の標準誤差が低下している。
（※ CSRの ch10は CO2バンドであるが、CNTLに観測
がないため便宜上 0となっている）

CO2バンドの導入による、観測とモデルの短時間予
測である第一推定値との整合性の向上を確認した。そ
の結果、夏実験において、(a) ひまわり CSRの水蒸気
バンドや (b) 赤外サウンダ（CrIS の水蒸気チャンネ
ル）、(c) マイクロ波サウンダ ATMSで特に下層に感
度のあるチャンネルを中心にO-Bの標準偏差が減少し
た。さらに (d) 従来型観測であるラジオゾンデにおい
ても相対湿度について対流圏の中下層を中心にO-Bの
標準偏差の減少が確認された（図 4.4.24)。ゾンデの水
蒸気に関しては、標準偏差に加えて、同高度でみられ
ていた乾燥バイアスをわずかに低減する結果が得られ
た（図略）。一方で、冬実験では顕著な改善は認められ
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ず、夏実験と比較して効果は限定的であった（図略）。

(a) 夏実験 (b) 冬実験

図 4.4.25 メソ数値予報システムにおける主な要素の対
CNTL 統計検証結果。図の見方は図 4.4.4 と同じ。 (a)
は夏実験、(b) は冬実験の結果を示す。

予測精度に関しても、夏実験においては降水や高度
場、気温、水蒸気混合比に対して、概ね 2日先予測に
かけて改善傾向となった（図 4.4.25）。特に降水に関し
ては、予測で見逃し率や空振り率、バイアスが減少し、
予測スコアが改善した。冬実験に関しては、概ね中立
な結果であった。地上要素や予報初期の気温・水蒸気
に若干の改善傾向は見られるが統計的なゆらぎの範疇
と考える。
(4) まとめと今後
メソ解析において、水蒸気バンドに加え新たにCO2

バンドの CSRを同化利用するための変更を行い、影
響評価を行った。夏実験において、第一推定値の対流
圏中下層の水蒸気の精度が向上し、予測精度について
も、対流圏下層から中層の気温や水蒸気、降水予測を
中心に改善する傾向が見られた。夏季の下層水蒸気場
や降水の改善は気象庁の防災業務において重要である
ことから、現業システムへ導入することとし、準備を
進めている。
今後の改良として、冬季における予測精度の向上に
向けて、バイアス補正や品質管理（誤差評価を含む）
の精緻化を考えている。加えて、水蒸気バンドも含め、
より高解像度のCSRの同化について調査を進める。ま
た、局地解析においても導入を検討する。

4.4.9 ひまわり 10号搭載赤外サウンダの利用に向
けた開発

(1) 概要
2030年度に運用開始予定の次期静止気象衛星ひまわ
り 10号には、日本の静止気象衛星としては初めてハ
イパースペクトル赤外サウンダ（以下、赤外サウンダ）
GHMSが搭載される (別所ほか 2024)。GHMSは日本
周辺域の 3次元的な大気構造を高頻度に観測できるこ

とから、台風や線状降水帯といった顕著現象の予測精
度向上に有用であると期待されている。

図 4.4.26 OSSEで同化利用した GHMSの各チャンネルの
荷重関数。左図に気温に感度のあるチャンネル、右図に水
蒸気に感度のあるチャンネルを示す。緑線が全球解析・メ
ソ解析・局地解析で同化利用したチャンネル、赤線が全球
解析及びメソ解析で同化利用したチャンネル、灰色線が全
球解析のみで同化利用したチャンネル。それぞれの図の縦
軸は気圧 [hPa] で、横点線はメソモデル及び局地モデルの
おおよその上端高度（約 5 hPa、約 40 hPa）を示す。

数値予報開発センターでは、GHMSの観測データを
ひまわり 10号の運用開始後に速やかに数値予報現業シ
ステムで利用できるよう、模擬観測データを用いた観
測システムシミュレーション実験（OSSE: Observation

System Simulation Experiment,石橋 2013）を実施し、
技術開発を進めている (気象庁 2025)。本項では令和 7

年の OSSEに関する開発進捗について報告する。
(2) 開発進捗
前回の報告 (気象庁 2025)からの開発進捗として、全
球数値予報システムだけでなく、メソ数値予報システ
ム及び局地数値予報システムにおいてもOSSEを実施
した。同化利用するチャンネルは、全球解析用に選択
した気温または水蒸気に感度のある計 86チャンネルの
うち、メソモデル及び局地モデルのそれぞれのモデル
上端高度より上空に感度のあるチャンネルを除外した、
それぞれ計 55チャンネル及び計 25チャンネルとした
（図 4.4.26）。品質管理手法及び同化手法は、現業数値
予報システムで利用中の極軌道衛星搭載赤外サウンダ
と同様（亀川・計盛 2017, 気象庁 2024）とした。
図 4.4.27に、2023年 6月時点の現業メソ数値予報シ
ステムに対して実施した OSSEの結果の一例を示す。
この降水事例では、図中の楕円で示した領域において、
現業相当の実験 (CNTL) と比較して OSSEで降水強
度予測が解析雨量に近付いた。予報初期値の変化を確
認すると、OSSEでは降水域の風下側で下層水蒸気量
が増加しており、これは ERA5に含まれる情報が模擬
観測データを通して初期値に適切に反映されたことを
示している。なお、この時刻には赤外サウンダを搭載
した極軌道衛星搭載は日本上空を通過していないため、
静止軌道で観測可能なGHMSの利点が発揮された改善
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事例といえる。ただし、OSSEで見られる変化はERA5

における下層水蒸気や降水の表現に依存するため、必
ずしも全ての事例で改善が得られるとは限らない。こ
のため、ERA5の特性を踏まえながら慎重に検証を進
めている。
また、観測誤差設定の妥当性などを確認するため、模
擬観測データの観測誤差相関をDesroziers et al. (2005)

の手法で推定した結果、チャンネル間及び水平方向に
おいて実観測 (IASI) よりも強い相関を持つことがさ
れた（図 4.4.28）。これは、ERA5に含まれる背景誤
差由来の相関に加え、本開発で利用している模擬観測
データでは雑音特性が未考慮であることが原因と考え
られる。現在は、解析処理内で誤差相関を陽に考慮す
る代わりに、実観測よりも大きく観測誤差を膨張させ
た上で同化することで対処している。
(3) まとめと今後
GHMSの模擬観測データを用いて、全球・メソ・局
地の各数値予報システムでOSSEを実施している。実
験結果から予測精度の向上が確認されており、今後は
模擬観測データに特有の性質に注意しつつ、赤外サウ
ンダの利用高度化に向けた調査をOSSEを通じて進め
る予定である。
また、GHMS の利用に向けた技術開発として、中
国の静止気象衛星 FY-4B搭載の赤外サウンダ GIIRS

や、2025年 7月に打ち上げられた欧州の静止気象衛星
MTG-S1搭載の赤外サウンダ IRSの実観測データを用
いた調査も並行して実施する予定である。
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図 4.4.27 メソ数値予報システムにおける前 3時間降水量 [mm/3h]の改善事例。上段は 2021年 7月 1日 21UTCを初期値と
した 3時間後の予測（7月 2日 00UTC）で、(a) CNTL、(b) OSSE、(c) は解析雨量。下段は初期値における 850 hPa面の
相対湿度 [%]の差で、(d) は OSSEと CNTLの差、(e) は模擬観測データの作成元である ERA5と CNTLの差を示す。

図 4.4.28 GHMS模擬観測データのチャンネル誤差相関及び水平誤差相関の推定値。参考として、下段にMetop-C搭載 IASI
の実観測データでの推定値を示す。水平誤差相関は、350 hPa付近の気温に感度のある GHMS/ch54及び IASI/ch275での
計算結果を示す。
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